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調査概要

調査趣旨

⽬的 ①若⼿組織内弁護⼠のペインポイント・悩みの解像度を⾼める
②若⼿がJILAに期待していることを特定する

期間 2024年7⽉17⽇〜8⽉13⽇

対象 62-75期の会員、490の有効回答（⺟数1495：回収率32.8％）
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6つの調査要旨
1. 属性：2014〜2022年の間に組織内弁護⼠となった若⼿が多く、回答者の51%が⼀般職/従業

員、38%が管理職レベル、3%が役員レベル。男⼥⽐は約6：4。
2. 満⾜度：490名のうち443名（90.4%）が、「組織内弁護⼠として働いている満⾜度」につ

いて5段階（1が最低⇔5は最⾼）のうち3〜5を選択（5は95名、4は最多の200名等）。逆に
「不満がある」（1〜2）は全体の9.6％であった。

3. 悩み：キャリア成⻑に関する不安は63.9%の⼈が抱いていることが分かった。また、「ロー
ルモデルがいる」とした⼈は36％に留まる。

4. 若⼿が今後伸ばしたい能⼒：これまで「法的知識」「論理的思考」を重視した経験がある
⼀⽅、「語学・グローバル対応⼒」（55.9%）「経営⽬線・ビジネス感覚」（42.4%）が⼆
⼤課題であり、「プロジェクトマネジメント」（30.6％）「リーダーシップ」（24.9%）を
伸ばしたい領域となった。

5. JILAのへの期待：上記3の通り「キャリア成⻑の不安」が63.9%。しかし、JILAへの期待は
「⼈脈の構築」（37.3％）「専⾨知識獲得の機会」（32.4％）が上位。「キャリア形成」
（11.6％）について、JILAへの期待は低いことが分かった。

6. 利⽤状況：「会報誌」「JILA通信（メルマガ）」が最多。逆に、部会等に参加していない
⼈が多かった。改善点として「参加しやすい雰囲気づくり」（45.1%）、「オンライン開
催・録画を増やす」（31.4％）を挙げる回答者が最多であった。



正副理事⻑・事務総⻑への3つの提案（for 2025）
⼀、若⼿のために、部会をさらに活性化する
若⼿会員は、同じセクターの集まりとして「⼈脈の構築」（37.3％）「専⾨知識獲得の機会」（32.4％）に本来最
も貢献するはずの（10ある）部会について、「47.3％」が利⽤していない（⾮利⽤率第1位）と回答している。し
かし、①部会イベントが全くないか、あっても極めて少ないため参加できない、②開催頻度は適切だが参加してい
ない、という⼆層の異なる問題がある。理事会としては、部会代表理事を通じて、ベストプラクティスを他の部会
に共有するなど、⽀援策を講じることが推奨される。特に、全体定例会と同様に、「参加しやすい雰囲気づくり」
（45.1％・課題第1位）、「オンライン開催・録画の増加」（31.4％・課題第2位）については、早急に議論を深め
ることが望ましい。

⼀、若⼿のために、会報誌・メルマガ・定例会を維持しつつ、定例会は初回利⽤者の増加を⽬指す
若⼿会員は、①JILA会報誌、②JILAメルマガ、③⽉1回の全体定例会（上位3つ）を活⽤していることが明らかに
なった（問12）。したがって、①〜③は今後も維持・強化することが推奨される。他⽅、課題も存在する。定例会
は、会報誌・メルマガと異なり、「42％」が利⽤していない（⾮利⽤率第2位）と回答している。Push型のコンテ
ンツではないため、会報誌やメルマガとの⽐較は慎重であるべきだが、「専⾨知識獲得の機会」（32.4％）に貢献
するためには、「参加しやすい雰囲気づくり」（45.1％・課題第1位）について理事会全体で議論し、初回利⽤者の
増加を⽬指して継続的な意⾒交換を⾏うことが望ましい。

⼀、39.2％が⾮利⽤（第3位）の「研究会」のあり⽅の⾒直し・活性化
JILA通信に掲載されている情報を⾒る限り、休眠状態と思われる研究会も少なくない。2025年度に向けては、多数
を占める若⼿会員への貢献という観点からも、研究会の成果（参加者数、JILA全体へのコンテンツ共有数）を精査
し、休眠状態の研究会については予算を減額・停⽌する⼀⽅で、「⼈脈の構築」（37.3％）「専⾨知識獲得の機
会」（32.4％）に貢献する新規研究会の創設や既存研究会の育成を⽀援していくべきである。



１．属性 ２．現在の悩み ３．JILAに関して

問１ 司法修習期を選択してください。
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65，67期の割合が50⼈を超え、その付近の年代が厚い層となっている。



１．属性 ２．現在の悩み ３．JILAに関して

問２ 初めて組織内弁護⼠になった年を選択してください。
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2013から2022年の間が⼀定として30⼈を超え、集中している層であった。
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１．属性 ２．現在の悩み ３．JILAに関して

問３ JILAの所属部会を教えて下さい。
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第３部会が96⼈で最多。第8と第5が続く結果となった。
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第3部会（通信、メディア、エンタメ等）

第4部会（⾏政庁、地⽅公共団体等）

第5部会（機械・電気機器等）

第6部会（医薬、医療等）

第7部会（不動産、建設、エネルギー等）

第8部会（⾷品・印刷・物流その他）

第9部会（⽣命保険、損害保険等）

第10部会（商社、コンサル、その他の業種）



１．属性 ２．現在の悩み ３．JILAに関して

問４  現在の勤務先でのポジションに最も近いものを選択してください。
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⼀般職/従業員が5割を占め、管理職も4割弱を占めた。

⼀般職員/従業
員
51%管理職

38%

役員
3%

法律事務所に
所属（準会員
である）
8%



１．属性 ２．現在の悩み ３．JILAに関して

問５ 性別を可能であれば選択してください。
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男性が６割弱、⼥性が４割弱となった。
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１．属性 ２．現在の悩み ３．JILAに関して

問６
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「４ある程度満⾜している」が200名、「５とても満⾜している」の95
名を含めると過半数が満⾜している側であることが分かった。

ここ3ヶ⽉を振り返ったとき「組織内弁護⼠」として働いている満⾜度を数
字の１（満⾜していない）から５（満⾜している）で表現してください。
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１．属性 ２．現在の悩み ３．JILAに関して

問７
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「法的知識」が6割を超え、「論理的思考」が5割近く、「コミュニ
ケーション⼒」「現場に寄り添う姿勢」が4割近くに及んだ。

これまでの経験に基づいて、組織内弁護⼠として、あなたはどのようなこ
とを⼤切にしてきましたか（複数選択可）。



１．属性 ２．現在の悩み ３．JILAに関して

問８
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「語学・グローバル対応⼒」が55％を超えトップ。その他、「経営⽬線・ビジネス感覚」が
42％、「プロジェクト・マネジメント⼒」「リーダーシップ」が3割近くとなった。

組織内弁護⼠として、あなたが⾃分に⾜りない（これから更に伸ばした
い）と感じる点としてどのようなことがありますか（複数選択可） 。



１．属性 ２．現在の悩み ３．JILAに関して

問９
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組織内外に「いる」とした⼈は36％に留まり、「特にいない」が過半
数の64％を占めた。

友⼈から「組織内弁護⼠としてロールモデルはいるか？」と聞かれた場合、
どのように回答しますか。

いる（所属組織内
にいる）

17%

いる（所属組織
の外にいる）

19%
特にいない
64%



１．属性 ２．現在の悩み ３．JILAに関して

問10
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現在の企業に勤めていて感じる不安を教えてください。（複数選択可）
複数選択可で「キャリア成⻑」を挙げた⼈が6割以上となった。そのほ
か、「報酬及び待遇」が40％、「⾃⾝の業務内容」も31％と主な不安
となっている。



１．属性 ２．現在の悩み ３．JILAに関して

問11 JILAの活動について最も期待していることを教えてください。
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組織内弁護⼠の⽴場向上

「⼈脈の構築」「業務に関する専⾨知識獲得の機会」が上位を⽰すこ
とが分かった。



１．属性 ２．現在の悩み ３．JILAに関して

問12
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「JILA会報誌」「JILA通信（メルマガ）」が4割を超え、活⽤されているもの
と分かった。「⽉１の全体定例会」も38％と３番⽬に利⽤されている。

JILAの活動への参加についてお聞きします。次の中でご⾃⾝が参加されてい
るもの、または、活⽤されているものを教えてください。（複数選択可）



１．属性 ２．現在の悩み ３．JILAに関して

問13

© 2024 Japan In-House Lawyers Association. All rights reserved. 17

部会や研究会、地⽅⽀部の「企画、会合または運営」や「組織運営」
にあたる活動はしていない⼈が3割を超えた。また、⽉１の全体定例会
も活⽤していない⼈が42％いることも分かった。

逆に、次の中でご⾃⾝が、あまり参加または活⽤されて「いない」ものを教
えてください。（複数選択可）



１．属性 ２．現在の悩み ３．JILAに関して

問14
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「参加しやすい雰囲気づくり」を挙げる回答者が最多で45％、続いて「オン
ライン開催・録画配信を増やす」が31％、「活動内容・参加⽅法の案内や周
知を増やす」が24％で続いた。

参加活⽤していないものに対する改善点があれば教えてください。（複数選
択可）



１．属性 ２．現在の悩み ３．JILAに関して

問15 将来の展望に関して、どのように考えているか教えてください。
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「当⾯法務部⾨で働きたい」がトップで過半数を占める。「組織内弁護⼠と
して他社に転職」が20％、「弁護⼠事務所に転職・独⽴」が14％となった。
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ていきたい
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弁護⼠以外の仕事で起業したい



付属



付属 司法修習期x各設問の関連性 クロス分析
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全体的に司法修習期が直近となればなるほど⼀般職員/従業員の⽐率は上がり、管理職
の⽐率は下がる傾向が⾒られた。ただ、68期と73期は管理職と法律事務所所属の割合
が多かった。

問４  現在の勤務先でのポジションに最も近いものを選択してください。
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付属 司法修習期x各設問の関連性 クロス分析

© 2024 Japan In-House Lawyers Association. All rights reserved. 22

満⾜度の⾼い期は、「とても満⾜」と「ある程度満⾜」も含めると、72期、62 、 64
期となっている。逆に不満がみられる期は、「ある程度不満」「とても不満」を含め
て、69 、 68 、 62期となった。

問6 ここ3ヶ⽉を振り返ったとき「組織内弁護⼠」として働いている満⾜度を数
字の１（満⾜していない）から５（満⾜している）で表現してください。
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付属 司法修習期x各設問の関連性 クロス分析

© 2024 Japan In-House Lawyers Association. All rights reserved. 23

卒業期が新しくなるにつれ「所属組織内にいる」割合が少し増加する傾向が⾒られ、
逆に卒業期が前であるほど、「所属組織外にいる」割合が若⼲増加する傾向がある。

問9
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友⼈から「組織内弁護⼠としてロールモデルはいるか？」と聞かれた場合、
どのように回答しますか。



付属 司法修習期x各設問の関連性 クロス分析
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以下は同じ結果を別グラフにて⽰している。卒業期が以前になるにつれ「キャリア成
⻑」への不安は、若⼲⼤きくなっている傾向が⾒られた。

問10 現在の企業に勤めていて感じる不安を教えてください。（複数選択可）
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付属 司法修習期x各設問の関連性 クロス分析
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全体的に各修習期において「業務に関する専⾨知識」と「⼈脈の構築」が約7割を占め
る傾向にある。「キャリア形成」は71期周辺が多く、例えばその7年先輩の64期周辺は
その傾向が⼩さい。

問11 JILAの活動について最も期待していることを教えてください。
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付属 司法修習期x各設問の関連性 クロス分析
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全体で半数を超えた「当⾯法務部⾨で働きたい」は、65、71期を筆頭に⽀持されてい
る傾向が強かった。「他社への転職」は69期以降に考える傾向が強く、「分からな
い」は75，74期に次いで62期も多かった。

問15 将来の展望に関して、どのように考えているか教えてください。
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ご協⼒ありがとうございました。

⽇本組織内弁護⼠協会に対する取材依頼等については 
https://jila.jp/contact をご覧ください。
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